
市町村バイオマス活用推進計画の策定と運営

バイオマス利活用の推進に当っては、地域の諸条件に

適した技術の導入、取組効果の把握と客観的検証が重

要です。実行可能性を高めるため、地域の力の結集、計

画の診断・策定、事業実施、施策評価からなるマネジメン

ト法や情報を提案しますので、地域にあった方策の検討

に活用いただきたいと思います。
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モニタリングは，実施中の施策を常時監視する役割をもつ。このた

め，以下を含めて施策評価に必要なデータの収集・整理を行う。評価
者による現地調査と聞き取りが望まれる。
・トラブル，その対応策と教訓の整理。
・リストアップした外部経済項目の分析。
・当初考慮していない問題，効用の抽出。
・現場の創意工夫内容の抽出。
・新たな連携による便益発掘。

地域診断は，市町村バイオマス活用推進計画を策定するために行う。想定される中核事業主体，関係する主体，
市町村の担当者，内部監査担当者，公募市民、有識者などで構想を作成する。パブコメの実施が望ましい。

・バイオマス利活用という手段を用いてビジョンの共通認識を得る。地域づくりや市町村環境基本計画などの上位計
画との整合性の確認を含む。
・先行事例の調査・分析。
・達成目標，ロードマップの設定。それらの組織・技術・制度・資金面からの実現可能性の確認。
・原理原則の部分と自由度がある部分の区分。
・施策の評価項目，評価方法，権限及び責任範囲の概定。
・バイオマス利活用の持続性を担保するための前提条件，必要な社会インフラの維持・更新の必要性の確認。
・物質・エネルギー収支，ライフサイクル的思考による環境影響，経済性の診断。
・外部経済候補項目のリストアップ（地産地消で地域経済に貢献すること，地域ブランド形成など）
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毎年度点検は，モニタリング結果を踏まえて，１年に１度，施策改
善のために以下を行う。結果は次年度施策に反映させる。
・評価法の点検と必要に応じての改良。

・実施中の施策に安定性，持続性があるかどうかの点検（リスクマ
ネージメントを含む）。
・各運営主体，技術，制度上の問題点整理と改善方法とりまとめ。

・技術のシステム化，新たな公の機能発揮による社会コスト削減な
どによって，より有効な方法がとれないかの検討。
・外部経済効果の整理と定量化の検討。
・農林業及びバイオマスの政策の動向と生産基盤の状況の点検。

社会実験は，確実性のない施策について，ハード，ソフトの両面で
1/100～1/1,000規模の実験を１～３年行い，ノウハウを蓄積する。

（注）点線矢印は必要に応じての手順。

 

図２ バイオマス利活用のプロジェクトサイクルマネジメント
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図１ バイオマス利活用による地域
活性化の構図

バイオマス利活用を通して地域活性化に
貢献したいと思います（図１）。
中核事業主体、関係する主体、市町村の
担当者、内部監査担当者、公募市民および
有識者などで構成するバイオマス利活用推
進協議会などの場で、適切な地域診断や社
会実験を経て計画を策定し、事業実施中は
モニタリングにより毎年度点検を行いながら
運営する手順が適切です（図２）。保守・点
検や適期の修繕により施設や機器の長寿
命化が図られます。バイオマス利活用がも
たらす潜在的外部経済の発掘・評価（図２の
青字部分）が地域活性化の見える化につな
がります。
バイオマス利活用の目的は地域によって
異なるため、表１に示すような各々に適合し
た施策による効果が把握できる指標とその
算出方法を設定する必要があります。これ
に事業開始から目標年次までの達成目標を
入れることによりロードマップが具体化しま
す。指標の選択と重み付けは地域の主体的
な取り組みを促進する観点から、毎年度点
検において柔軟に改善を図るべきものです。
達成目標は、技術革新、資金調達、国レベ
ルの制度・規制の動向を踏まえた設定とな
り、外部要因、前提条件を付記することによ
り目標に対する実績の評価に説明性、納得
性が高まります。施策の評価は、原料バイ
オマスの発生（生産）、収穫、搬送、貯蔵、マ
テリアルやエネルギーへの変換、その貯蔵、
利用場所への搬送及び利用、廃棄の全工
程を対象に、コスト、化石エネルギー消費量、
環境負荷量をライフサイクル的に行うことが
望まれます。

＜参考＞
http://nkk.naro.affrc.go.jp/soshiki/soshi
ki07-shigen/01shigen/gaiyo.html

表１ 地域バイオマス利活用の施策評価指標と算出方法

指 標 内 容 算出の方法等 
評価の視点(**) 

① ② ③ ④

バイオマス利用
率 

地域で発生（生産）する原料バイオマス毎の賦存
量に対する利用率（重量，C，N，P） 

市町村バイオマス活用推進計画の直接的なモニタ
リング。最終廃棄処分の削減量の計測。ツール(*)
の活用。 

◎   

化石資源代替量 バイオマス由来のマテリアル･エネルギー利用に
よる化石資源使用の削減量 

地域内での利用量を積算し，代替化石資源量を熱
量換算。ツール(*)の活用。 ◎ ○  

地産地消率 地域で発生（生産）する原料バイオマスを変換し
て地域内で利用する率 

上記２指標を当該地域に限定して適用。ツール(*)
の活用。 △ ◎   

新資源創出量 食料生産と両立できる方法での資源作物等の生産
によるマテリアル及びエネルギーの創出量 

ナタネ，ススキ，早生樹，微細藻類などの栽培･培
養により産み出される利用可能な資源量を算出。 △  ◎ ○

GHG排出削減量 新たなバイオマス利活用の取組みによる削減量 
LCA。バイオマス由来マテリアル利用，省エネ，
節エネ，吸収･貯留源の増進による効果もカウン
ト。 

△  ◎  

水質負荷削減量 バイオマス変換施設・土地からの地表排水及び地
下排水の水質負荷量 地域内での窒素収支を比較。ツール(*)の活用。 ○ ○   

地域経済効果 当該施策により地域にもたらされる収入，雇用の
維持･創出，新産業の創出，業務内容の変更 

地域産業関連表による分析。イベント開催による
経済効果算出方法を参考にする。 ◎   ○

外部経済効果 
コミュニティー活性化による地域づくり，農林業
の発展，６次産業化への貢献，耕作放棄地対策，
鳥獣害防止対策，健康，食育，福祉などとの相乗

効果 

仮想評価法、経済環境統合勘定、デルファイ法な

ど。定量化が困難な項目もリストアップする。外
部不経済解消効果を含める。 

◎   ○

（*）地域バイオマス利活用診断ツール、バイオマスタウン設計･評価支援ツール。第150回農林交流センターワークショップ（2010年
10月）でβ版が公開されている。

（**）①：地域活性化、②：循環型社会形成、③：温暖化対策、④：新産業創出。視点の重みは、◎＞○＞△の順。
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